（特定施設入居者生活介護）

加算等届出時の必要添付書類について
■ 新規指定申請の場合（新たに事業所を開設する場合）…
下記加算等を算定される場合は、下記必要添付書類を新規指定申請書類に添付してください。
ただし、新規指定申請書類と重複する書類については改めて追加提出いただく必要はありません。
■ 変更届の場合（既に指定を受けている事業所の場合）…
【届出方法及び提出書類】
〇郵送時に、受付控(変更届受付票 等)が必要な場合は、返信用封筒に切手を貼って返送先住所宛名を明記し同封してください。

　※来庁を希望される場合は、事前に電話で日時等の予約をお願いします。
〇提出書類は、次の共通様式に加えて、下表の書類が必要となります。
<共通様式>
・介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（居宅サービス）
・体制等状況一覧表
・変更届連絡票(来庁の場合は不要です。)
※当該共通様式は、当表をダウンロードいただいた【加算・規模に関する届出】ページの上部
「■共通様式…」内に掲載しています。
【加算算定の開始時期】
〇算定開始日は、届出を受理した日の属する月の翌月の１日からです。（受理日が１日の場合は当該月から算定。(※１日が閉庁日の場合は、翌開庁日までに））
なお、介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算は、届出がなされた月の翌々月から算定開始となります。
	加算等項目
	必要添付書類

	個別機能訓練加算
	・ 勤務体制・勤務形態一覧表（算定日から４週間分·従業者全員分で作成）
・ 資格者証（写）　（未提出分）

	夜間看護体制

	・ 夜間看護体制に係る届出書（別紙３３）
・ 勤務体制・勤務形態一覧表（算定日から４週間分·従業者全員分で作成）
・ 資格者証（写）　（未提出分）

	看取り介護加算
	・ （別紙３４－２）看取り介護体制に係る届出書

	認知症専門ケア加算
	・（別紙１２－２）認知症専門ケア加算に係る届出書
　認知症介護実践リーダー研修又は認知症介護指導者研修修了証（写）

	サービス提供体制強化加算
	・ サービス提供体制強化加算に関する届出書（別紙１４－６）
・ 人員要件確認表（サービス提供体制強化加算用）（職員の割合要件を満たしていることが確認できるものであれば別途任意様式可）


	加算等項目
	必要添付書類

	身体拘束廃止取組の有無
	添付書類不要

	若年性認知症入居者受入加算
	添付書類不要

	入居継続支援加算
	・ 入居継続支援加算に関する届出書（別紙３２）

	生活機能向上連携加算
	添付書類不要

	テクノロジーの導入

（入居継続支援加算関係）
	・ テクノロジーの導入による入居継続支援加算に関する届出書
（別紙３２－２）

	高齢者施設等感染対策向上加算
	・ 高齢者施設等感染対策向上加算に関する届出書（別紙３５）

	生産性向上推進体制加算
	・ 生産性向上推進体制加算に係る届出書（別紙２８）

	ADL維持等加算〔申出〕の
有無
	添付書類不要

	科学的介護推進体制加算
	添付書類不要

	介護職員等処遇改善加算
	詳細は南河内広域事務室ホームページ【介護職員等処遇改善加算】のページをご覧ください。


	加算等項目
	必要添付書類

	生産性向上に先進的に取り組む特定施設における看護・介護職員の柔軟化について
	・大阪府HP（リンク先に飛びます）をよくお読みの上、必要書類を当広域に提出願います。
※人員配置基準の特例的な柔軟化に当たっては、通知にて定められている取組の開始後、これらを少なくとも三月以上試行することとし、試行期間中においては通常の人員配置基準を順守してください。
※試行期間後、10日以内に加算届を提出し柔軟化された人員基準の適用後、1年以内毎に1回書類提出を行ってください。



（短期利用）
	加算等項目
	必要添付書類

	短期利用
特定施設入居者生活介護
	・ 短期利用特定施設入居者生活介護確認表
＊体制等状況一覧表は、本体施設と矛盾のないよう記載してください。
＊運営規程および重要事項説明書に、短期利用に関する項目を追加しておいてください（提出不要）。


【お問い合わせ先】 南河内広域事務室 広域福祉課（Tel：0721－20－1199）

